６．最近の動き　
（１）司法の判断が分かれる再雇用拒否撤回第二次訴訟と第三次訴訟　　
　2015年５月25日、法廷に詰めかけた原告・支援者は喜びに沸き立ちました。再雇用拒否撤回第二次訴訟で22名の原告全員が損害賠償（１年分の損失利益。合計で約5370万円）を勝ち取ったのです。
　都教委の控訴によって闘いの舞台は高裁に移りましたが、同年12月10日、高裁は控訴を棄却し、またもや原告が勝訴しました。
高裁判決は「再雇用や非常勤教員制度は、退職後の雇用を確保し生活を安定させるためのもので、合格率が高く、原告には雇用への期待権がある。10.23通達発出以前には不起立行為があっても合格していた。通達以後、都教委は重大な非違行為として、不起立の評価を変えている。しかし、学習指導要領の国旗国歌条項は、他の行事の実施や配慮事項に比べて特別扱いされるものではない。国旗国歌の職務命令だけを特別扱いする理由は無い。思想信条に起因する行為を理由に大きな不利益を課すには、慎重な考慮が必要。不起立を重大な非違行為として、その1点のみで原告を不合格にしたのは、裁量権の逸脱濫用で違法、」という地裁の判断を維持するだけでなく、本件職務命令違反に対して過大な不利益を課せば、思想良心の自由の侵害になり得ると、憲法19条違反をも視野に入れた判断をしています。
一方、同種の事案である東京「再雇用拒否」第三次訴訟では、都教委に広範な裁量を認める不当判決が続いています。（2016年４月地裁・2017年４月高裁）
現在、二次・三次ともに最高裁第一小法廷に係属しています。わいせつ行為で停職処分を受けたことのある教職員さえ合格させながら、「日の丸・君が代」強制に抗した教職員だけを排除する都教委の恣意的な採用拒否が、最高裁によって断罪されることを切望しています。
（２）東京「君が代」裁判四次訴訟は最高裁へ　
2017年９月15日、東京地裁は６名７件の減給・停職処分を取り消す、原告一部勝訴の判決を言い渡しました。従来の最高裁判決の枠組みに沿った判断でしたが、４回目・５回目の不起立に対する減給10分の１　1月の処分が取消されたことは、大きな勝利と言えます。
最高裁が「減給以上の処分は、特別な事情が無い限り裁量権の逸脱・濫用で違法」と判示した2012年１月以降、都教委は２回目・３回目の不起立に減給処分を科すことを断念し、戒告処分にとどめていました。しかし、四次訴訟原告の内１名は、2013年３月の卒業式で不起立４回目、４月の入学式で５回目となり、その度に減給処分を科されました。これに対して裁判所は「不起立は自らの信条等に基づくもので、式の混乱等も生じていないのだから、減給処分を科すべき事情は無い」と判断し、回数だけを理由とする減給処分を認めませんでした。
　都教委は、５名５件の減給・停職処分取消しについては控訴せずに受け入れ、４回目・５回目の減給処分取消し部分だけを控訴しました。原告側も、戒告処分取消しと損害賠償を求めて控訴しました。
　尚、勝訴した原告５名は、違法な処分を科したことへの謝罪と名誉回復を要求しましたが、都教委は一切応じず、更には、５名の内の現職２名に対して戒告処分（再処分）を科すという暴挙に出ました。（４（２）再処分の暴挙参照）
2018年４月18日、東京高裁は双方の控訴を棄却しました。戒告処分の取消しを勝ち取れなかったことは残念ですが、地裁に引き続き、４回目・５回目の不起立に対する減給処分の違法性が認められた意義は大きいと評価しています。地裁・高裁で繰り返し断罪されたにも関わらず、都教委は減給処分に固執して上告しました。戒告を含む全ての処分取消しを求める闘いは続きます。
（３）国連自由権規約委員会も10.23通達に関心を示す！
　国連自由権規約委員会は、各国が規約を履行しているかどうか定期的に審査し、その結果に基づいて総括所見（勧告）を公表します。審査に先立って、委員会は各国政府にリスト・オブ・イシュー（質問事項）を示し、１年以内に回答することを求めます。
2017年11月に公表されたリスト・オブ・イシューの中には、10.23通達による生徒・教職員への強制が、自由権規約に適合しているのかどうか説明を求めるものが入っています。2013年にも、起立斉唱しなかった教職員への処分に関する質問がありましたが、日本政府は言い逃れや問題のすり替えに終始していました。
国際社会の声に背を向ける日本政府の姿勢を変えていくには、多くの市民が関心を寄せ続けることが重要です。今回のリスト・オブ・イシューの内容を、一人でも多くの皆さんに知っていただきたいと考えています。
